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１．基本的な考え方
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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、コーポレート・ガバナンスの充実のためには、株主をはじめとするステークホルダー
の利益を考慮しつつ、長期的、継続的に企業グループ価値を最大化するように統治することを前提として、グループ全体の収益力の向上を目指し
て、透明性の高い経営体制の構築に努めております。

【補充原則1-2-4】
株主が議決権を行使しやすい環境作りが必要と認識しておりますが、当社は、現在、株主構成等を勘案し、議決権の電子行使や招集通知の英

訳を採用しておりません。今後、必要に応じて、検討してまいります。

【原則3-1 情報開示の充実】
当社は、企業理念をコーポレートサイト（http://www.renown.com/）や本報告書IV１等にて開示しています。
株主をはじめとするステークホルダーの利益を考慮しつつ、長期的、継続的に企業グループ価値を最大化するよう統治することを前提とし、グル

ープ全体の収益力の向上を目指して、透明性の高い経営体制の構築に努めています。
取締役の報酬については、役員規程で現金報酬と役員持株会を通じての自社株取得を設定しています。
取締役会において取締役及び監査役は、経営に関する事項の妥当性・実現性及びリスク等を客観的・多面的に審議し、また、その執行状況を

適切に管理・監督するためには、多様な知識・専門性・見識等を有する社内外の者が様々な観点から意見を出し精査することが重要であると考え
ます。この実現を図るために適切な取締役・監査役を指名します。また、経営の機動性及び柔軟性を目指し、事業年度ごとの経営責任を明確化
するために取締役任期を1年としています。経営幹部については当社グループの経営方針や経営状況を理解し、取締役会が定めた経営戦略等を
強いリーダーシップを発揮し実行できる経験と能力を重視し指名します。

情報開示の更なる充実については、今後検討してまいります。

【補充原則3-1-2】
当社は、現状での海外投資家比率を踏まえて、英語での情報開示・提供は行っておりませんが、今後、必要に応じて、検討してまいります。

【補充原則4-1-3】
人財化主義人事制度上で、全員が階層別（グレード別）に「体系的な研修」を受講し、昇格時には客観的データも活用して計画的に育成していま

す。また、管理職には、それぞれ課長層、部長層別研修を実施して計画的に幹部候補生を育成しています。将来の経営幹部となり得る人財に
は、選抜方式で「次期経営幹部育成研修」を実施しております。後継者の計画についての取締役会による監督の方法については、現在検討中の
段階です。

【原則4-2 取締役会の役割・責務(2)】
当社は、業務執行における様々な経営課題について経営陣幹部（社長執行役員・上席執行役員）を構成員とする定例会議を開催し、幹部より付

議・報告が行われ、多角的かつ十分な検討を行うとともに決裁が行われています。
また、取締役の報酬については役員規程で現金報酬と役員持株会を通じての自社株取得を設定しています。持続的な成長に向けた健全なイン

センティブの一つとして、従来以上に機能するよう、中長期的な業績と連動する報酬の割合の設定等、さらなる改善については現在検討中の段階
です。

【補充原則4-2-1】
取締役の報酬については、役員規程で現金報酬と役員持株会を通じての自社株取得を設定しています。また、報酬については、代表取締役と

社外取締役の協議を経て、取締役会で決定します。
持続的な成長に向けた健全なインセンティブの一つとして、従来以上に機能するよう、中長期的な業績と連動する報酬の割合の設定等、さらな

る改善については現在検討中の段階です。

【原則4-8 独立社外取締役の有効な活用】
当社の独立社外取締役は1名ですが、社外取締役独自の外的視点から各取締役や監査役と積極的に意見交換を行っており、現段階において

当社の独立社外取締役としての責務を十分に果たしております。加えて、監査役により法令上与えられた権限行使が随時なされていることから、
現体制で十分に経営の監視・監督は機能しているものと考えております。ただし、今後、当社を取り巻く環境が変化することで、独立社外取締役を
増員する必要が生じる場合は、必要に応じて候補者の選任を検討してまいります。

【原則4-10 任意の仕組みの活用】
現状の社外取締役1名及び社外監査役2名の選任並びに監査役による経営監査機能が有効に働いており、透明性、客観性、健全性が十分に

確保された企業統治体制が確立できていると考えます。

【補充原則4-10-1】
現状の社外取締役1名及び社外監査役2名の選任並びに監査役による経営監査機能が有効に働いており、透明性、客観性、健全性が十分に

確保された企業統治体制が確立できていると考えます。独立社外取締役は社外監査役とも積極的に意見交換を行っており、また、取締役会や各
取締役へ積極的に意見を述べるなど、当社の独立社外取締役としての責務を十分に果たしております。



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

２．資本構成

【原則4-11 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】
取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすため知識・経験・能力を全体としてバランス良く備え、多様性と適正規模を両立させる形で構成し

ます。また、監査役には、財務・会計に関する適切な知見を有している者を１名以上選任することを基本としています。なお、取締役会の規模・構
成などについては山東如意科技集団有限公司及び済寧如意投資有限公司との間で当社が締結した資本業務提携契約において定めておりま
す。取締役会の実効性評価につきましては、今後、取締役会の機能を向上させるという観点から、評価手法も含め現在検討中です。

【補充原則4-11-1】
取締役会の規模・構成などについては、山東如意科技集団有限公司及び済寧如意投資有限公司（以下、如意グループ）との間で当社が締結し

た資本業務提携契約において定めております。当社取締役会は、当社の指名する3名に加え、如意グループの指名する者5名及び当社と如意グ
ループが合意する者1名の合計9名で構成されます。また、取締役の指名は当社と如意グループで協議の上、取締役会の全体としての知識・経
験・能力のバランスを考慮して行っております。当社の取締役9名は、外国籍5名、女性2名など多様性に富んだ人材構成となっています。

【補充原則4-11-3】
取締役会の実効性評価につきましては、取締役会の機能を向上させるという観点から、評価手法も含め検討中です。評価結果の開示内容につ

きましても、現在検討中です。

【原則4-14 取締役・監査役のトレーニング】
取締役・監査役が「会社の事業・財務・組織等に関する必要な知識を習得する機会」及び「取締役・監査役に求められる役割と責務を十分に理

解する機会」を認識し、必要に応じて随時、トレーニングを行うこととしています。現時点では、外国籍非常勤の取締役等の対応のこともあり、検討
中の段階です。

【原則5-2 経営戦略や経営計画の策定・公表】
当社は、策定した中期経営基本方針をコーポレートサイト上のIRページ（http://www.renown.com/ir/index.html）において公表しております。中長

期的な目標水準を日常のＩＲ活動を通じ説明しておりますが、進捗状況の確認・分析等に関しても、今後、株主・機関投資家に明確に説明していく
よう努めてまいります。現状では安定的な黒字計上を目指しており、営業利益を主たる経営指標とし、2019年2月期迄に15億円以上を目標として
おります。それを達成した後には、当原則が要請する事項について検討してまいります。

【原則1-7 関連当事者間の取引】
「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は、本報告書I４に記載のとおりです。
支配株主との取引等を行う場合は、この指針に従い、親会社の影響を受け、親会社に不当に有利な取引、投資、事業展開を行うことがないよう

にすることにより、少数株主の保護を図っております。
親会社等との取引に当たり、当社取締役会は、取引条件の妥当性等について、十分に審議した上で、当該取引が当社の利益を害するものでな

いと判断しております。なお、当社取締役会においては、親会社からの独立性確保の観点も踏まえ、独立社外取締役や独立社外監査役からも当
社経営に対する適切な意見を得ながら多面的な議論を経ております。

また、法令に従って関連当事者間の取引についての取引条件及び取引条件の決定方針等を計算書類や有価証券報告書等で開示し、当社の
利益を害さないように留意した事項、利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由等を事業報告で開示しております。

【補充原則4-1-1】
取締役会は、経営管理の意思決定機関として法定事項を決議するとともに、経営の基本方針並びに経営業務執行上の重要な事項について決

定しています。経営陣が業務執行を担当する範囲を定め、また、組織的かつ能率的な業務の執行を目的に職務分掌規程を定めています。なお、
その他の業務執行全般に関しては、社長執行役員及び上席執行役員を構成員とする上席執行役員会での決議や、りん議規程に基づき決裁が
行われています。

【原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】
会社法に定める社外取締役の要件、及び金融商品取引所が定める独立性基準に基づき、独立社外取締役の候補者を選定しております。

【補充原則4-11-2】
社外取締役・社外監査役をはじめとする取締役・監査役が、当社における役割・業務を適切に果たすため、当社は、取締役・監査役の他の上場

会社の役員の兼任等についての状況を調査しております。上場会社の兼任状況については、毎年、事業報告及び有価証券報告書において開示
しております。

【補充原則4-14-2】
取締役・監査役に対するトレーニングの方針については、以下のとおりです。
（1）取締役・監査役による経営監督・監査機能が十分に発揮できるよう、職務遂行に必要な情報を適切かつタイムリーに提供します。
（2）社外取締役、社外監査役の新たな就任時にオリエンテーション、事業投資先視察、経営陣幹部との対話等、当社の業務内容を理解する機

会を継続的に提供します。
（3）取締役・監査役に対し、必要に応じて外部講師を招き、コンプライアンスやコーポレートガバナンスについて講習を行うことで、その役割及び

責任を果たすために必要となる知識の習得を支援します。

【原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針】
株主との建設的な対話を促進するための方針については、以下のとおりです。
（1）当社は、ＩＲ担当部署であるカスタマーリレーション＆コーポレートコミュニケーション統括部 広報・IR室を管掌するＩＲ担当取締役を選任するこ

とで、経営企画室、法務・コンプライアンス室、経理部等のＩＲ活動に関連する部署との連携を図っています。
（2）カスタマーリレーション＆コーポレートコミュニケーション統括部 広報・IR室にて個別面談に積極的に対応すると共に、機関投資家・アナリスト

向けに半期毎の決算説明会を開催し、代表取締役及びＩＲ担当取締役が直接説明しております。
（3）ＩＲ活動により得られた情報につきましては、ＩＲ担当取締役に報告し、他の取締役や監査役との情報共有を図っております。
（4）機関投資家・アナリストとの対話の際には、当社の持続的成長、中長期における企業価値向上に関わる事項を対話のテーマにすることによ

り、インサイダー情報管理に留意しております。



【大株主の状況】

補足説明

３．企業属性

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

外国人株式保有比率 30%以上

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

SHANDONG RUYI SCIENCE & TECHNOLOGY GROUP CO.,LTD.（山東如意科技集団有限公司） 33,333,333 32.90

JINING RUYI INVESTMENT CO.,LTD.（済寧如意投資有限公司） 20,359,615 20.09

株式会社三井住友銀行 1,785,523 1.76

株式会社SBI証券 667,100 0.65

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 590,300 0.58

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口６） 583,800 0.57

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口３） 577,300 0.56

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口２） 532,400 0.52

楽天証券株式会社 525,300 0.51

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 513,200 0.50

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無
SHANDONG RUYI SCIENCE & TECHNOLOGY GROUP CO.,LTD.(山東如意科技集団有限公
司） （非上場）

―――

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 2 月

業種 繊維製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

当社は、親会社との取引等を行う際においても、親会社等の影響を受け不当に有利な取引を行うことがないように、取引条件が第三者との通常
の取引と著しく相違しないこと等に留意し、公正かつ適正に決定します。また、親会社と親会社以外の一般株主との間で利益の相反のおそれのあ
る取引については、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員も参画した取締役会において、取引条件の妥当性等に関して十分に審
議したうえで意思決定を行うこととしております。
以上のことから、当社は、親会社との取引等を行う際において、親会社の影響を受け、親会社に不当に有利な取引、投資、事業展開を行うことが
ないようにすることにより、少数株主の保護を図っております。

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

【取締役関係】

会社との関係(1)

会社との関係(2)

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

板谷 敏正 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

板谷 敏正 ○ ―――

清水建設(株)の社内ベンチャー制度を活用し
てプロパティデータバンク(株)を設立し、同社代
表取締役社長を務めるとともに、大学において
教育や研究に携わっております。企業経営者
としての豊富な経験、ＩＴ戦略に関する専門的
知識、幅広い見識を当社の経営全般に反映し
ております。同氏は当社の一般株主と利益相
反が生じる恐れがないものと認められ、十分な
独立性を有していると考えられるため、独立役
員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし



【監査役関係】

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

会社との関係(1)

会社との関係(2)

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない

監査役の人数 3 名

監査役は、内部監査室からの報告を通じて、内部監査の情報の共有化を図っております。また、監査役及び内部監査室は、会計監査人と定期的
に情報を交換し、会計監査の状況を把握するとともに、監査役会は会計監査人により会計監査の結果について報告を受け、その適法性について
検証しております。
2016年2月期において会計監査業務を執行した公認会計士は、新日本有限責任監査法人所属の永澤宏一、安永千尋の２名であり、会計監査業
務に係る補助者は新日本有限責任監査法人所属の公認会計士11名、その他16名であります。なお、同会計監査人と会社間に公認会計士法の
規定により記載すべき利害関係はありません。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

吾妻 望 弁護士

紙野 愛健 公認会計士

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

吾妻 望 ○ ―――

弁護士としての弁護活動や企業法務について
の著作活動を通じて、法令についての高度な
能力・見識を有しております。加えて、司法研
修所教官、法科大学院での客員教授として培
ってきた経験・見地及び客観的な立場から当
社の監査を行っております。同氏は当社の一
般株主と利益相反が生じる恐れがないものと
認められ、十分な独立性を有していると考えら
れるため、独立役員に選任しております。

社外監査役の紙野氏は、当社会計監査
人である新日本有限責任監査法人の業

公認会計士として、会計監査業務に留まらず、
企業買収、事業再編、内部統制構築、新公益



【独立役員関係】

その他独立役員に関する事項

【インセンティブ関係】

該当項目に関する補足説明

該当項目に関する補足説明

【取締役報酬関係】

該当項目に関する補足説明

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

紙野 愛健 ○

務執行者でしたが、2011年6月に退任され
ております。同氏は、2007年から2009年ま
での3年間に当社の非監査業務に携わっ
ておりますが、その取引金額は謹少であ
り、当社の監査業務に携わっていなかっ
た点からも同氏と当該監査法人との関係
に起因する独立性への影響はないと認識
しております。そのため、公認会計士及び
税理士（2011年9月に登録）としての独立
性は保たれており、独立役員としての業
務を適切に遂行していただいております。

法人制度移行、新規株式公開等に関するアド
バイザリー業務等の様々な活動を行っており
ます。さらに、税理士としても登録・活動し、監
査、財務、税務等についての専門的な知識・経
験を有しており、これらの豊富な経験、幅広い
見識を生かした監査を行っております。同氏は
当社の一般株主と利益相反が生じる恐れがな
いものと認められ、十分な独立性を有している
と考えられるため、独立役員に選任しておりま
す。

独立役員の人数 3 名

該当事項はありません。

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

当社は、現状無配継続（役員賞与不支給）の経営環境に有り、復配することを第一優先と考えており、インセンティブについては、復配体制が整っ
てからのことと考えているため、実施しておりません。また、役員報酬自体を比較的低めに抑え、役員賞与に一定程度のインセンティブがあると考
えております。

ストックオプションの付与対象者

―――

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

2016年2月期における取締役及び監査役の報酬等の額は、次の通りです。
取締役の報酬等の額 7名 41百万円 （うち社外 2名 4百万円）
監査役の報酬等の額 3名 16百万円 （うち社外 2名 7百万円）
（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．上記の取締役の支給人員には、2015年５月28日開催の第11回定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役２名（うち社外取締役１
名）を含んでおります。

３．2016年2月期末日時点の取締役９名のうち、４名については報酬を支払っておりません。
４．上記報酬等の額のほか、使用人兼務取締役３名に対し使用人分給与相当として17百万円を支給しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

取締役報酬は、2009年5月28日開催の第5回定時株主総会で決議された100百万円（年額）を報酬総額の限度額としております。また、取締役の
報酬総額100百万円（年額）のうち、20百万円（年額）を社外取締役の報酬総額としております。なお、取締役の報酬総額には、従来どおり使用人
兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
監査役報酬は、2003年12月25日開催の臨時株主総会で決議された100百万円（年額）を報酬総額の限度額としております。



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

社外取締役及び社外監査役をサポートする専任のスタッフは配置しておりませんが、取締役会等の重要会議に出席いただくために、状況に応じ
て、事前に資料の配布、または、担当取締役あるいは担当部門責任者が説明を行っております。

１．取締役
取締役会は、取締役9名（うち社外取締役1名／女性2名）で構成され、月に1回定時開催するほか、適宜開催するものとし、当社の経営管理の意

思決定機関として、会社法等が求める専決事項、その他重要事項、経営方針等に関する意思決定をするとともに、各取締役の職務の執行を監督
しております。また、経営の機動性及び柔軟性を目指し、事業年度ごとの経営責任を明確にするために、取締役任期を1年としております。

２．監査役
当社は、監査役会制度を採用しております。監査役会は、監査役3名（うち常勤監査役1名、社外監査役2名）で構成され、月に1回定時開催するほ
か、適宜開催し、各監査役は、監査役会が定めた監査方針・計画に従い、取締役会及びその他の重要な会議に出席するほか、各取締役や内部
監査担当部門等から職務執行状況の聴取をし、重要な決裁書の閲覧を行い、さらに主要な事業所には自ら赴き、業務及び財産の状況を調査し
ております。また、会計監査人から監査報告を受けるほか、代表取締役と意見交換会を実施しております。

３．リスク管理体制の整備の状況
当社はリスクの防止及び会社損失の最小化を図ることを目的として、リスクマネジメントを実践しております。
具体的には、経済的損失、事業の中断・停止、信用・ブランドイメージの失墜をもたらし、当社の経営理念、経営目標、経営戦略の達成を阻害する
さまざまなリスクに対して、最小かつ経常化されたコストで適切な処理を行うことにより、事業の継続と安定的発展を確保していくためのリスクマネ
ジメントを推進するものであります。
また、全社的なリスクマネジメント推進にかかわる課題・対応策を協議・承認する組織として、取締役会の下にリスクマネジメント委員会を設置して
おります。委員長を代表取締役社長、副委員長を経営管理担当取締役とし、副委員長が役員及び使用人からリスクマネジメント委員を選任してお
ります。
リスクマネジメント委員会では、各部門のリスクを洗い出し、そのリスクの対応を計画、周知、実施し、これらの計画が実施されたか、計画実施がリ
スク軽減に効果があったかを評価し、その結果を踏まえ、リスクマネジメント体制を是正する活動を行っております。
リスクマネジメント委員会は、四半期毎及び緊急の必要があるときに随時開催し、リスクマネジメントの進捗等に関する報告を、定期的に取締役会
において行っております。
更に、当社グループのコンプライアンス体制強化のためにコンプライアンス委員会を設置し、当社の策定した「行動規範」及び「行動指針」の徹底
を図るため、コンプライアンス委員会によるコンプライアンスの取組みを横断的に法務担当部門が統括し、同部門を中心に教育を行い、これらの
活動を定期的に取締役会に報告しております。また、内部監査担当部門は、法務担当部門と連携の上、コンプライアンスの状況を監査しておりま
す。
法令上疑義のある行動等について使用人が直接情報提供を行う手段としては、内部通報制度であるスピークアウト制度を活用しております。

４．内部監査の状況
内部監査につきましては、内部管理体制の適切性を監査する内部監査担当部門が、当社グループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理し、各部
署毎のリスク管理状況の監査を実施するとともに、その監査の状況を取締役会に報告いたします。また、当社は監査役会制度を採用しており、監
査役会は、監査役3名(うち常勤監査役1名、社外監査役2名)で構成されております。各監査役は、監査役会が定めた監査方針・監査計画等に従
い監査を実施しております。なお、社外監査役と会社間に特別の利害関係はありません。
監査役は、内部監査担当部門からの報告を通じて、内部監査の情報の共有化を図っております。また、監査役及び内部監査担当部門は、会計監
査人と定期的に情報を交換し、会計監査の状況を把握するとともに、監査役会は会計監査人により会計監査の結果について報告を受け、その適
法性について検証しております。

５．会計監査の状況
当社は、会計監査人として新日本有限責任監査法人を選任しています。
2016年2月期において、会計監査業務を執行した公認会計士は、同監査法人所属の永澤宏一、安永千尋の2名であり、会計監査業務に係る補助
者は同監査法人所属の公認会計士11名、その他16名であります。なお、同会計監査人と会社間に公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はありません。

現状のコーポレートガバナンス体制の社外取締役1名及び社外監査役2名の選任及び監査役による経営監視機能が有効に働くことにより、透明
性、客観性、健全性が十分確保された企業統治体制が確立できると考え、上記の体制をとっております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

２．ＩＲに関する活動状況

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 毎年5月下旬に定時株主総会を開催しております。

その他
株主総会においては、事業報告、計算書類等の報告を大型スクリーンによるスライドとナレー
ションを用いて行うなど、株主の皆様への丁寧かつ分かり易い説明を心がけております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

取締役社長が、年2回決算説明会を行っています。 あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、有価証券報告書、適時開示資料等を当社のホームページ IR 株
主・投資家情報（http://www.renown.com/ir/index.html）に掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
カスタマーリレーション＆コーポレートコミュニケーション統括部広報・IR室が担
当窓口となっております。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

当社の行動規範及び行動指針においてステークホルダーの立場の尊重について規定しており
ます。また、「コンプライアンスマニュアル」を制定し、コンプライアンス体制を強化することを目的
とした「コンプライアンス委員会」を設置しております。

その他

当社はこれまでもポジティブ・アクションに取り組み、多様な人財が多様な価値を創出できる会
社の実現に努めてきました。さらにダイバーシティの基本方針として「性別、人種、年齢や障が
いの有無、LGBT等に関らず、個人の個性や能力を活かし活躍できる企業集団を目指す」ことを
掲げています。この方針に基づき、女性の職域拡大と活躍機会の増加につなげるために、女性
管理職比率の向上を目指しています。具体的には「ダイバーシティ推進委員会」を設立し全社横
断の取り組みを進めていく予定です。
http://www.renown.com/csr/diversity/index.html
http://www.positive-ryouritsu.jp/positivedb/detail?id=4894



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．企業活動の基本方針

当社は企業理念を『新しさへ立ち向かうチャレンジ精神を常に持ち続け、ファッションを通じてお客様の新鮮で心豊かなライフスタイルの創造に貢
献する「感性創造企業」を目指していきます。』と定め、これを実現するための行動規範及び行動指針を以下のとおりとする。

＜行動規範＞
誠実で信頼される行動をとろう

－お客さまに
－取引先に
－社会に
－社員お互いに

＜行動指針＞
レナウングループの役員及び従業員は業務遂行にあたり、法と規則を守り、企業理念に従い、商品の品質にこだわり、公正な取引を行い、誠実で
信頼される行動をとります。

２．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

既に当社は、当社及びその子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）の「行動規範」及び「行動指針」を上記のとおり策定しており、
その徹底を図るため、コンプライアンス委員会によるコンプライアンスの取り組みを横断的に法務担当部門が統括することとし、同部門を中心に当
社グループの取締役・使用人教育等を行う。内部監査担当部門は、法務担当部門と連携の上、コンプライアンスの状況を監査する。これらの活動
は定期的に当社の取締役会に報告されるものとする。法令上疑義のある行動等について当社グループの使用人が直接情報提供を行う手段とし
て、既に実施している内部通報制度であるスピークアウト制度を活用する。

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

経営意思決定に係る議事録・財務情報等の重要文書・情報の保存・管理につき定め、関連資料と共に保存・管理する。

４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営企画担当部門がリスクマネジメント規程及びリスク管理マニュアルの策定にあたり、同規程及び同マニュアルにおいて、当社グループ全体の
リスクを網羅的・総括的に管理し、リスク管理体制を明確化する。内部監査担当部門が各部署毎のリスク管理の状況を監査する。当社の取締役
社長を委員長とするリスクマネジメント委員会を設置し、内部監査担当部門による監査の結果を報告し、全社的リスク管理の進捗状況のレビュー
を実施する。この結果は当社の取締役会に報告される。

５．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(１) 当社グループの企業価値向上のための成長戦略として策定された、中期経営方針に基づき目標達成のために業務を遂行し、その進捗状況
の管理は経営企画担当部門にて行うこととする。
(２) 当社の取締役会を月に1回定時に開催するほか、適宜開催するものとし、会社法等が求める専決事項、その他重要事項、経営方針等に関す
る意思決定を行う。
(３) 当社の業務執行を行う取締役は、原則隔週で開催される上席執行役員会及びその他の主要会議に出席し、それぞれの会議における議題を
慎重に審議することにより、取締役会における意思決定が充実し、かつ円滑に行われるよう努める。

６．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(１) 当社グループに関しては、経営企画担当部門が、リスク管理体制を構築し、管理する。また、内部監査担当部門はこれらを横断的に監査す
る。
(２) 関係会社管理規程において、当社グループの子会社が当社に対してりん議・報告しなければならない事項などを定め、経営企画担当部門が
管理する。

７．監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性及び当
該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役は、内部監査担当部門所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受け
た使用人はその命令に関して、取締役の指揮命令を受けないものとする。
なお、これ以外に補助すべき使用人を置くことを求められた場合は、その要望に基づき協議の上対応し、その補助人の人事異動については監査
役会の意見を尊重するものとする。

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制及び報告をした者が当該報告をしたことを理由と
して不利益な取扱いを受けないことを確保するための体制

(１) 当社グループの取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて会社の業務執行状況を報告する。
(２) 当社の取締役は、監査役に対して、法定の事項に加え、次の事項を遅滞なく報告する。

１） 当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実又は法令・定款に違反する行為を知ったときの当該事実
２） 重要な情報開示事項

(３) 監査役に対して報告した当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として当社グループが不利益な取扱いをする
ことを禁止し、その旨を周知する。

９．監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

針に関する事項

監査役がその職務の遂行について生ずる費用の前払いなどの請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が
必要でないと認められた場合を除き、速やかに処理する。

10．財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向け、内部統
制システムの構築を行う。また、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行うこととする。

11．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない。不当要求等の介入に対しては、警察等関連機関と
緊密に連携し、関係部署が協力して組織的に対応し、利益の供与は絶対行わない。

12．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
当社グループは、反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない。不当要求等の介入に対しては、警察等関連機関と
緊密に連携し、関係部署が協力して組織的に対応し、利益の供与は絶対行わないとしております。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況
(1)当社グループは「コンプライアンスマニュアル」に反社会的勢力排除について記載し、またイントラネット上にも提示しております。それらに基づ
いて従業員への研修及び教育を行うことにより周知徹底しております。
(2)当社総務及び法務担当部門は警察署、関係団体、弁護士等と連携しつつ関係部署と情報の共有化をし、組織的な対応ができる体制を整備し
ております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

該当項目に関する補足説明

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

買収防衛策の導入の有無 なし

―――

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の概要は、下記のとおりです。

１．適時開示の手続きの概要

・当社は、適時適切な会社情報の開示を行うことを基本姿勢とし、以下のとおり適時開示すべき情報を取り扱っております。
情報の集約は経営企画担当部門、情報管理は経営企画担当部門長または法務担当部門長とします。
・情報の重要性の判断、適時開示情報か否かの検討については法務担当部門を中心に、経営企画担当部門、経理担当部門、当該案件担当部
門等で適時開示規則等に準じて協議します。必要に応じて、幹事証券会社、会計監査人並びに弁護士に確認を行います。
・当社の重要事実等証券取引所の定める会社情報の適時開示については、取締役社長の指名する情報取扱責任者（担当取締役）の指揮のもと
法務担当部門が担当します。

２．会社情報の適時開示に係る社内体制

・当社及び子会社において内部情報が発生した場合には、当該事実発生部門から経営企画担当部門長または法務担当部門長に直ちに報告しま
す。
・報告を受けた経営企画担当部門長または法務担当部門長は、内部情報管理を徹底するとともに、情報取扱責任者（担当取締役）に情報の集約
をし、必要に応じて社内機関決定を経て法務担当部門より適時開示を行います。また、適時開示に伴う問い合わせ等には、広報・IR担当部門にて
対応しています。




